





こで本稿では， 経済成長やそれに伴う GDP の増大に伴って， 高等教育の就学率が受ける影響
について， 統計資料をもとに実証分析を行った。 高等教育の就学率を国民 1 人あたりの GDP
額などに回帰したところ， 強いプラスの効果が検出された。 ところが， 説明変数に平均寿命
や 65 歳以上の割合を加えると， 国民一人あたり GDP 額の効果は消失し， 平均寿命や 65 歳以
上割合， さらには刑務所収容率と高等教育就学率との間に統計的に有意な関連が見られた。














































































目し ， 経済指標である 「1人あたりの GDP額」 ，
「経済成長率」 ， そして保健指標である 「出生
率（合計特殊出生率）」 ， 「平均寿命」 ， 「65歳
以上の割合」 ， そして社会指標である「総人口」 ，
「人口に占める移民比率」 ， 「（人口l, 000人あ
たりの）刑務所収容率」 ， といった要因が及ぼ
す影響を取り上げ， 分析を行っていく。 なお
本稿で はWorld Development Indicators 
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図6 平均寿命階層別の就学率（単位 ： ％）
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育の就学率が高いこと ， そして その逆も成り
立つことが分かる。











を排除するため ， 説明変数に GDP額と経済成
長率を採用した。
ここで は 「高等教育就学率」 を被説明変数
とし ， 「 1人あたりの GDP額」， 「経済成長率」，
「出生率（合計特殊出生率）」， 「 平均寿命」，
「 65歳以上の割合」，「移民比率」，「人口l, 000 
人あたりの刑務所収容率」， 「 総人口」 を説明





のが表 1~3である。 表 1 において ， 経済指
標である国民1人あたりの GDP額 は， 当初，
高等教育の就学率に対して非常に強い影響を
及ぼしていたが ， これに保健指標である 平均
寿命， 65歳以上の割合などを加えると影嘔を






高まった可能性がある。 ここで 平均寿命 ， 65
歳以上の割合といった指標が有意な影響を及






った。 なお， 表 1と表3において ， 出生率 は
高等教育就学率に強い影響を及ぼしていない。
しかし， 子供が高等教育を受けるの は， 出生
からおよ そ18年近く経ってからなので ， 現在
の出生率が影響を及ぼしていないものと思わ
れる。
それと は別の解釈もあり得る。 国民 一人あ
たりの GDPが高くなっても ， 政府が適切に教
育環境の整備をしなければ， 国民 は高等教育




つぎに表2において， 総人口 ， 移民比率と
いった社会指標を加えた 場合 ， 1 人あたりの




いるが， これも ， 政府の国民の福利に対する
支出水準の代理変数である可能性が高い。 す






今回の分析を通して ， 経済成長率， 国民1
人あたりの GDP額といった経済指標が高等教
育の就学率と無関係なのではなく ， 相関があ
る可能性 ， そして ，保健指標である 平均寿命 ，
65歳以上の人口比率が高等教育の就学率に
最も影響を及ぼすことを示すことができた。











によって ， GDP が高くなるという双方向の因
果関係もあり得るためである。 またここで採







れなかった。 ただ ， そうした問題に部分的に
も対処するために ， 表3では ， 一時点での経










定数項 15.3649*** ·20.3362** ·26.4015*** 
(7.82091) (·2.18884) (·5.35798) 
1人あたり GDP額 .789941E·03*** .190543E·03 .181214E·03 
(4.18131) (1.09286) (1.05940) 
出生率 （合計特殊出生率） ·.695562 
(·.926501) 
平均寿命 .403136*** .453964*** 
(3.42669) (4.88900) 
65歳以上の割合 2.17154*** 2.26413*** 
(7.26190) (8.34964) 
決定係数 .367460 .717429 .716611 
自由度修正済決定係数 .363097 .709469 ·.710666 
サンプルサイズ 147 147 147 






定数項 15.3649*** 12.1245*** 16.0575*** 
(7.82091) (4.1704) (7.85816) 
1人あたり GDP額 . 789941E·03*** .886866E·03*** .847357E·03*** 
(4.18131) (4.32461) (4.33667) 
経済成長率 .698597 
(1.82697) 
総人口 ·.522881E·08 ·.265355E·08 
(·.883791) (·.512203) 
移民比率 ·.183357 ·.146473 
(·1.35755) (·1.09154) 
決定係数 .367460 .386259 .373748 
自由度修正済決定係数 .363097 .368971 .360610 
サンプルサイズ 147 147 147 
注： 1)有意水準 •10%, •• 5 %, ••• 1 %。
2) ( )内の数値はt値。
表3 高等教育就学率 （対数値） に関する推定結果
高等教育就学率 高等教育就学率
定数項 ·21.9964** ·57.0293*** 
(·2.42352) (·3.99415) 
1人あたり GDP額 .163114E·03 .160085E·03 
(.800940) (.598162) 
経済成長率 .270195 .176724 
(1.17087) (.579065) 
出生率 （合計特殊出生率） ·.570229 3.03212** 
(·.749385) (2.19643) 
平均寿命 .389939*** .665666*** 
(3.33528) (4.26819) 
65歳以上の割合 2.26096*** 2.36914*** 
(6.40331) (5.77295) 
総人口 ·.654186E·08 .142533E·08 
(·.929623) (.207902) 




決定係数 .722897 .717612 
自由度修正済決定係数 .708942 .695021 
サンプルサイズ 147 109 




表4 分析対象の国名 アルバニア， アルジェ
リア， アンゴラ、 アルゼンチン， アルメニア， ア
ルバ， オーストラリア， オーストリア， アゼルバ
イジャン， バーレーン， バングラディシュ， バル
バドス， ベラルーシ， ベルギー， ベニン， ボリビ
ア， ボツワナ， プラジル， プルネイ， プルガリア，
プキナファソ， ビルマ（ミャンマー） ， ブルンジ，
カンボジア， カメルーン， カナダ， 中央アフリカ，
チャド， チリ， 中国， コ ロンビア， コ モロ， コ ス
タリカ， コ ートジボワール， クロアチア， キュー
バ， キプロス， チェ コ ， デンマーク， ジプチ， ド
ミニカ共和国， エルサルバドル， 赤道ギニア， エ
リトリア， エストニア， エ チオピア， フィンラン
ド， フランス， ガボン， ガンビア， グルジア， ド
イツ， ガーナ， ギリシャ， グァテマラ， ギニア ，
ギニアI::--サウ， ガイアナ， ホンジュラス， ハンガ
リー， アイスランド， インド， インドネシア， イ
ラク， アイルラ
・
ンド， イスラエル， イタリア， ジ
ヤマイカ， 日本， ョルダン， カザフスタン， ケニ
ア， クウェート， キルギス， ラトヴィア， レバノ
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